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Ⅰ 委員会の取組経過 

  当委員会は、平成 27年度の議会活性化改革検討委員会における、

「政策提言・立案機能の一層の強化を図るため、議員提案条例の運

用状況の確認を行うべきである」旨の中間答申を受け、平成 28年

度に設置されたものであり、今年度で３度目の設置となった。 

平成 28年度の当委員会では、当時既存の 13の議員提案条例につ

いて、令和２年度の当委員会では当時既存の 15 の議員提案条例に

ついて検証を行った。 

他方、この４年の間にも、県内情勢は大きな変化を続けており、

３年余に亘る新型コロナ感染症との闘いは一つの区切りを迎えた

ものの、人口減少・少子高齢化の進行が加速しているほか、緊張が

続く国際情勢や長引く円安などが燃料費や原材料費の高騰を招き、

県民生活や中小零細企業の経営に大きな打撃を与えている。また、 

ＳＤＧｓの推進、脱炭素社会の実現といったグローバルアジェンダ

のほか、貧困や孤独・孤立をはじめとした生活上の困難など様々な

課題が山積している。 

このような中、今年度の調査では、執行機関である県から、各議

員提案条例の各条文における制度、施策等の取組状況とその成果、

課題等について、書面による提出を受け、さらに重点とした７つの

条例については、担当する部局から説明を直接聴取したところであ

る。そのうえで、令和２年度の検証結果を踏まえ、条例の理念の下

にその実現に向けた施策が適正に執行されているか、現在の社会情

勢等に合致しているか、条例の規定が効率的に機能し、効果を発揮

しているかなどの視点から、約１年にわたり調査を行い、議論及び

検討を重ねてきた。 

当報告書は、各委員からの意見を集約し、当委員会での調査結果

として取りまとめたものである。 
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Ⅱ 調査結果 

 

【総 括】 

各議員提案条例の運用状況を確認し検証した結果、運用の一部に

改善を要する事項等が見受けられたものの、おおむね適正に運用さ

れているものと認められたが、「岐阜県文化芸術振興基本条例」につ

いては、文化イヤーの取組を一過性に終わらすことなく、高齢者や障

がい者をはじめとした多様な主体が文化芸術活動に参加でき、その

振興が図られるように条例の見直しを検討することが必要との結論

に至った。なお、施行後３年以内となる「岐阜県ケアラー支援条例」

については、今後の県の取組による成果を期待しつつ、経過を見定め

ることとした。 

県には、当報告書による調査結果を踏まえ、現在の取組への反映及

び課題解決のための新たな施策の実施を求めるとともに、引き続き、

各議員提案条例の運用においては、条例の理念の下にその実現に向

けて、県民の意識や社会情勢の変化から生じる課題に的確に対応し

ながら、きめ細かな取組を進めていただきたい。 

 

【結果区分】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直しの検討」が必要 

  ＜１条例＞  

５ 岐阜県文化芸術振興基本条例【重点】 

□ 「運用の改善」が必要。「条例の見直し」は必要ない 

 ＜４条例＞  

４ 岐阜県地球環境の保全のための森林づくり条例【重点】 

   10 岐阜県花きの振興に関する条例【重点】 

   11 岐阜県家庭教育支援条例【重点】 

   14 岐阜県手話言語の普及及び障害の特性に応じた意思疎通 

手段の利用の促進に関する条例【重点】 
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□ 「運用の改善」は必要ない。「条例の見直しの検討」が必要 

＜なし＞  

 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 

 ＜10条例＞ 

 １ 岐阜県食品安全基本条例 

  ２ 岐阜県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例 

３ 岐阜県食育基本条例 

６ 岐阜県民の歯・口腔の健康づくり条例 

７ 岐阜県がん対策推進条例 

８ 岐阜県指定金融機関の指定に関する条例 

９ 岐阜県清流の国スポーツ推進条例 

12 岐阜県中小企業・小規模企業振興条例【重点】 

13 岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づく 

り条例 

   15 岐阜県主要農作物種子条例【重点】 

 

□ 経過を見定めることとする 

＜１条例＞ 

   16 岐阜県ケアラー支援条例 
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１ 岐阜県食品安全基本条例 
（平成 16年４月１日施行） 

（平成 20年３月 25日改正） 

（平成 26年 11月 25日改正） 

（令和３年６月１日改正） 

 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく施策は、現在、令和６年度から令和 10年度まで

の５年間を期間とする「岐阜県食品安全行動基本計画（第５期）」

に基づいて実施されており、各種認定制度普及の推進、食品関係団

体に対する法令遵守に関する助言指導等により、安全な食品の生

産促進などが進められている。 

  課題として、食中毒防止のための効果的な監視指導、適正な食品

表示のための食品関連事業者への十分な情報提供、食に関わるリ

スクやその対策の消費者への情報提供、食品の安全を守る人材の

確保・育成などが報告された。 

  引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよう

望まれる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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２ 岐阜県行政に係る基本的な計画の議決等に関す
る条例 

（平成 17年４月１日施行） 

（平成 18年 7月 13日改正） 

（平成 19年７月９日改正） 

（平成 26年 10月 15日改正） 

（令和３年７月 13日改正） 

（令和６年７月９日改正） 

 

【運用の状況と課題等】 

  実効性の高い計画の策定を図るとともに、県民の視点に立った

県行政を推進することを目的に、県行政に係る基本的な計画の策

定等を議会の議決事件としている。 

  現在、議決の対象となっている計画は、県行政の全般に係る政策

等の基本的な方向を定める計画のほか、県行政の各分野における

政策等の基本的な方向を定める計画となっており、新たに策定さ

れる計画が議決の対象となるか否かは、毎年度当初に、会派代表者

会議に諮ったうえで、議長が決定している。 

  この４年間で 12本の計画が対象となり、議決の前段階で骨子の

説明を受け、各会派からの意見聴取を実施するなど、岐阜県行政に

係る基本的な計画の策定に際して、議会からの意見等が反映され

たものとなっており、適正に運用されている。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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３ 岐阜県食育基本条例 
（平成 18年４月１日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく施策は、現在、令和６年度から令和 11年度まで

を期間とする「第４次岐阜県食育推進基本計画」に基づいて実施さ

れており、家庭、職場、学校、地域社会などにおける食育として、

保護者（子ども）のための食育教室、企業と協働した食育活動、高

齢者の食育推進などに取り組んでいる。 

前回の検証で指摘を受けた「目標値の設定が現状に副っているか

等を再検討し、見直しが必要な数値があれば再設定を行うこと」に

ついては、第３次岐阜県食育推進基本計画において、食育に取り組

む企業数を目標値に設定するなど、令和２年度に実施した中間評価

において目標値の再設定を行った。また、「創意工夫を凝らした効

果的な食育のＰＲに努め、更なる理解と促進をはかること」につい

ては、小学生への「家庭の食育マイスター」任命、「中学生学校給

食選手権」の開催、食育月間（６月）や食育の日（毎月 19 日）に

おける、食育体験イベントや SNSでの啓発などの取組が進められて

いる。「ＳＤＧｓの観点を取り入れた持続可能な食育を推進するこ

と」については、子ども食堂や、食育や栄養に関する講座の開催、

地産地消県民運動の展開などの取組が進められている。 

課題として、朝食欠食者数減少に向けた保護者への食育支援の推

進、家庭や保育所、学校、地域等における共食などの促進、児童福

祉施設への管理栄養士等の適切な配置などが報告された。 

以上のとおり、改善がなされ、適正に運用されている。少子高齢

社会が進む中、子どもから高齢者までが生涯にわたって心身ともに

健康的な生活が送れるように、食育の推進は重要であることから、

引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよう望

まれる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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４ 岐阜県地球環境の保全のための森林づくり条例 
（平成 20年７月 15日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく事業者による森林づくりについて、「岐阜県地球

環境の保全のための森林づくり活動における基本的な指針」に、

「企業との協働による森林づくり」と定義し、植栽や間伐などの森

林整備活動、森林を利用した地域との交流活動などを推進してい

る。 

前回検証時、当条例については「今後の国の動向や他の法令、施

策等との整合性等を注視・把握して、新たな目標や制度等に迅速・

的確に順応できるよう、条例の見直しを適宜検討すること」とされ

ていたところ、2050年カーボンニュートラルを基本理念とする「地

球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」が令和

４年４月に施行され、現在、温室効果ガス削減において事業者に求

められる役割は高まっている。 

こうしたなか、現在までに、「企業との協働による森林づくり」

に関する協定については、前回検証時から７事業者増となる３２

の事業者と締結している。また、そのうち条例に定める「森林整備

計画」を作成しているのは前回検証時から２事業者増となる５事

業者であり、森林づくり活動に取り組む事業者が増えてきている。 

課題として、「企業との協働による森林づくり」協定による活動

地域が県南部に集中しているといった偏りがあることが挙げられ

た。 

「脱炭素社会ぎふ」の実現に向け、当条例は重要な役割を担って

おり、令和５年 11月から運用開始した「Ｇ－クレジット」制度と

ともに、当条例に基づく事業者による森林づくりを更に推進して

いくことが求められる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」が必要。「条例の見直し」は必要ない 

１ 県全域において事業者による森林づくり活動が行われるよ

う、戦略的に取組を進めることが求められる。 
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５ 岐阜県文化芸術振興基本条例 
（平成 20年７月 15日施行） 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づき、本県では「デジタル」と「リアル」の両面から、
文化芸術の創造・伝承・発信に資する施策を実施している。特に、
本県の「文化イヤー」と位置付けた令和６年度には、これまでの取
組の集大成として「清流の国ぎふ」文化祭 2024（国民文化祭／全
国障害者芸術・文化祭）、清流の国ぎふ総文 2024（全国高等学校総
合文化祭）をはじめ、多彩な事業に取り組んだ。 
前回の検証で指摘された「コロナ禍により自粛を余儀なくされ

ている文化芸術活動に対する積極的な支援と『新たな日常』や 
『ウィズコロナ』『アフターコロナ』時代を見据えた効果的な取組
を推進すること」については、文化公演の動画配信を行う団体への
支援に加え、３Ｄバーチャル展など新たな鑑賞スタイルを提供し、
会場に足を運ぶことが困難な障がい者や高齢者にも配慮した取組
を推進した。 
また、今回の検証では、老朽化が進む県有文化施設の計画的な維

持管理・保全をはじめ、障がいの有無や年齢、性別、人種等にかか
わらず多様な人々が利用しやすい施設を実現するための継続的な
取組や、担い手不足が進む伝統芸能や文化財等の保存・継承・活用
の一層の促進などが課題として報告された。 
コロナ禍と文化イヤーを経て、人々に安らぎと生活の豊かさ、明

日への希望を与えるという文化芸術の本質的な価値が改めて認識
された。一方で、少子高齢化や若者の県外流出による人口減少など
により、文化芸術の継承が一段と困難になっている。こうしたなか、
県民が等しく、文化芸術に触れ、創造し、次世代へ継承できるよう、
一層の文化芸術振興に取り組むことが求められる。 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直しの検討」が必要 
１ 県民の声を聴きながら文化芸術に関する施策を一層推進す
ることが求められる。 

２ 市町村や企業、団体、個人など多様な主体と連携し、伝統芸
能、文化財その他の伝統文化を適切に保存・継承・活用する取
組を着実に進めることが求められる。 

３ 文化イヤーの取組を一過性に終わらすことなく、高齢者や障
がい者をはじめとした多様な人々が文化芸術活動に参加でき、
その振興が図られるよう、条例の見直しを検討することとする。 
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６ 岐阜県民の歯・口腔の健康づくり条例 
（平成 22 年４月１日施行） 

（令和元年７月１日改正） 

 

【運用の状況と課題等】 

  当条例に基づく施策は、現在令和６年度から令和 11年度までを

期間とする「第４期岐阜県歯・口腔の健康づくり計画」に基づいて

実施されており、要介護高齢者や障がい児（者）の口腔機能低下や

誤嚥性肺炎予防に対応するための多職種向け研修会の開催、災害

時において歯科保健活動が実施できる歯科医療人材の育成や歯科

保健医療の提供体制確保のための研修会の開催、歯科医療現場か

ら離職した歯科技工士等の復職に向けた研修の実施などに取り組

んでいる。 

課題として、歯・口腔の健康づくりに関するライフステージ毎の

取組状況の市町村間における格差の解消、成人期以降の歯科検診

や歯科受診の推進、訪問歯科診療を担うことができる歯科衛生士

の育成などが報告された。 

引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよう

望まれる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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７ 岐阜県がん対策推進条例 
（平成 22年９月１日施行） 

（平成 30年４月１日改正） 
 

【運用の状況と課題等】 

  当条例に基づく施策は、令和６年度から令和 11年度までを期間

とする「第４次岐阜県がん対策推進計画」に基づいて実施されてお

り、民間団体との協働による乳がん検診の啓発、子育て世代をター

ゲットにした情報誌「まま・ここっと」等による情報発信、がん患

者・企業を対象とした仕事と治療の両立支援、がん治療施設と生殖

医療施設のネットワーク強化を図る「ぎふがん・生殖ネットワーク」

の整備、「学校におけるがん教育の手引き」によるがん教育の標準

化などに取り組んでいる。 

課題として、がんの在宅医療と緩和ケア体制の構築、就労支援等

の体制の充実、地域におけるがん医療の中心的な役割を担うがん診

療連携拠点病院の機能強化、県民のがんに関する知識の向上とがん

検診の受診促進などが報告された。 

引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよう

望まれる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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８ 岐阜県指定金融機関の指定に関する条例 
（平成 24年３月 27日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

  当条例により、平成 31年第１回定例会における議決にて、現在

令和２年４月１日から令和７年３月 31日までの期間の指定金融機

関として、株式会社大垣共立銀行を指定している。 

  また、令和６年第１会定例会における議決にて、令和７年４月１

日から令和 12 年３月 31 日までの期間の指定金融機関として、株

式会社十六銀行を指定している。 

指定金融機関の検査結果については、毎年議会に報告されてお

り、適正に運用されている。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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９ 岐阜県清流の国スポーツ推進条例 
（平成 25年３月 26日施行） 

 
【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく施策は、令和４年度から令和８年度までを期間

とする「第２期岐阜県清流の国ぎふスポーツ推進計画」に基づいて

実施されており、レクリエーションスポーツの普及啓発、地域のス

ポーツ活動を担う人材の育成、運動・スポーツ好きな幼児育成プロ

グラム展開事業の実施などに取り組んでいる。 

前回の検証で指摘された「スポーツ人口の拡大と競技水準の向

上を図るとともに、選手の県外流出を防ぐため、優秀な指導者の養

成・確保や競技団体等への必要な支援に努めること」については、

パラスポーツ大会の開催、上級ライセンス取得支援、優秀な指導者

招聘の継続、各競技団体が実施する国スポ強化対策への支援、強化

指定した選手やチームへの活動経費の助成に取り組んでいる。ま

た、「優秀な選手及び指導者が地域で定期的に指導できるよう、引

き続き、環境の整備を進めること」については、トップアスリート

を学校授業・部活動、スポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ

等へ派遣するなど、地域スポーツの場で定期的に指導ができる環

境の整備を推進している。「スポーツを支える地道な活動に従事す

る者に対する積極的な顕彰を行うこと」については、10 年以上に

わたり尽力されている一般のスポーツ指導者、審判等が表彰対象

となる「地域スポーツ功労賞」の趣旨・意義を周知徹底するととも

に、顕彰制度活用の促進に取り組んでいる。 

課題として、特に 20 代から 50 代のスポーツ実施率の向上、  

ジュニアから成年まで一貫した強化体制の確立や日本一を目指せ

る県内指導者の養成が実践できている競技団体への重点支援など

が報告された。 

以上のとおり、改善がなされ、適正に運用されている。スポーツ

の持つ力で生涯にわたり健康と生きがいを得られる地域社会を作

っていくため、引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消

に努めるよう望まれる。 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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10 岐阜県花きの振興に関する条例 
（平成 26年 10月 15日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく施策は、令和３年度から令和７年度までを期間

とする「清流の国ぎふ花き振興計画（第２期）」に基づいて実施さ

れており、「花いけバトル」をはじめとした花き文化の振興や園芸

福祉の推進などに取り組んでいる。 

前回の検証で指摘された「新たなニーズを捉えた需要の拡大に

努めるとともに、生産者の声を聞き、意欲向上に資する必要な支援

や援助を推し進めること」については、「ぎふ花と緑の振興コンソ

ーシアム」による新商品・新サービスの開発や「清流の国ぎふ花と

緑の振興センター」による担い手支援などに取り組んでいる。また、

「県民の花きへの関心を高め、花を飾る文化の定着に取り組むこ

と」については、ぎふフラワーフェスティバルなどのイベント開催

や「ぎふ花と緑」のＷＥＢサイト開設などによる情報発信を強化し

ている。 

課題として、若年層の花き消費額の向上、花きの安定供給のため

の生産体制の維持・確保などが報告された。 

人口減少や高齢化に伴う市場規模の縮小、生産・流通コストの増

加など、花き産業を取り巻く環境は依然厳しい中、関係機関と連携

して、花きの振興に向けた取組を継続していくことが重要である。 

 

【検証結果】 

 □ 「運用の改善」が必要。「条例の見直し」は必要ない 

１ 若者をはじめ県民の花きへの関心を高め、花を飾る文化を 

定着させるため、関係機関と連携して効果的な魅力発信に取 

り組むとともに、花育の取組の裾野を広げることが求められ 

る。 
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11 岐阜県家庭教育支援条例 
（平成 26年 12月 22日施行） 

（平成 27年 4月 1日改正） 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく施策は、家庭教育学級リーダー研修会を通じた
保護者自身が親として成長していく機会の創出、妊娠期の親を対
象とした家庭教育啓発などに取り組んでいる。 
前回の検証で指摘を受けた「『家庭の日』の認知度向上と気運醸

成のための普及・啓発活動を推進すること」については、「話そう！
語ろう！わが家の約束」運動を推進するとともに、毎月「家庭の日」
実践事例の紹介などに取り組んでいる。また、「家庭教育学級への
不参加家庭に対する取組を推進すること」については、家庭教育動
画コンテンツの作成をはじめとしたＩＣＴ活用推進への支援、保
護者の居場所に出向くアウトリーチ型支援の推進などに取り組ん
でいる。「市町村の取組の把握と情報共有により、市町村への支援
の充実に努めること」については、家庭教育支援市町村連携会議を
通じた市町村担当者の資質向上、市町村の家庭教育支援を担う人
材を対象とした研修会の開催などに取り組んでいる。 
課題として、各家庭の状況に応じた保護者への支援や、保護者、

地域住民、学校等の連携による家庭教育支援活動の促進が報告さ
れた。 

少子化・核家族化の進行、共働き世帯の増加などにより、家庭教
育に対する支援は一層重要になってきている。今後は、そうした社
会環境の変化や時代のニーズを的確に捉え、市町村をはじめ関係
機関と連携しながら家庭教育の支援に取り組んでいくことが重要
である。 

【検証結果】 

 □ 「運用の改善」が必要。「条例の見直し」は必要ない 
  １ 広報・啓発にあたっては、保護者の負担軽減の観点から、紙

媒体だけでなく、オンライン対応も含めて周知方法を検討す
ることが求められる。 

２ 家庭教育に関する調査を実施する際には、世代間のギャッ
プに留意するなど、その実態を正確に捉えられる調査方法を
検討することが求められる。 

  ３ 多様な家庭があることを念頭に家庭教育支援に関する各種
施策を講じることが求められる。 
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12 岐阜県中小企業・小規模企業振興条例 
（平成 28年４月１日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

当条例に基づく施策は、「ぎふスタートアップ支援コンソーシア

ム」等による創業や新事業の創出等の促進、大都市圏における展

示会等への出展支援やグローバル・アンテナ・ショップ活用によ

る国内外への販路開拓・拡大などに取り組んでいる。 

前回の検証で指摘を受けた「中小企業・小規模事業者の事業継続

や新たな事業転換、新分野展開等の促進に向けた産学金官の連携

や施策の充実をはかること」については、「オール岐阜・企業フェ

ス」による人材のマッチング支援、「岐阜県ＤＸ推進コンソーシア

ム」による企業の業務効率化等の支援、小規模事業者持続化補助金

や事業承継フォローアップ支援など補助制度や支援体制の充実を

図ってきた。また、「中小企業・小規模事業者のＳＤＧｓへの理解

やその達成に向けた取組を支援し、ＳＤＧｓを活用した企業成長

を後押しすること」については、「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登

録制度」をはじめとしたオール岐阜体制によるＳＤＧｓの推進な

どに取り組んでいる。「中小企業・小規模事業者が得られる情報や

支援に地域格差が生じないよう、市町村や商工会・商工会議所と一

層の連携強化をはかること」については、広域支援体制の充実や各

団体の支援事例の共有を図られている。 

課題として、人材確保の効果的な支援や賃上げ・価格転嫁に向け

た支援が報告された。 

以上のとおり、改善がなされ、適正に運用されている。一方、原

材料やエネルギー価格の高止まりなど、地域経済を取り巻く情勢は

依然として厳しい中、県内中小企業や小規模事業者に対する継続的

な支援を含めた振興策の推進が求められることから、引き続き、条

例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよう望まれる。 

 

【検証結果】 

 □ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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13 岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流
の国づくり条例 

     （平成 28年４月１日施行） 

（平成 30年 4月１日改正） 
 

【運用の状況と課題等】 

  当条例に基づく施策は、令和６年度から令和１１年度までを期

間とする「第４期岐阜県障がい者総合支援プラン」に基づいて実施

されており、岐阜県ヘルプマーク普及啓発サポーター登録制度や

市町村や障がい者関係団体と連携した啓発活動、岐阜県障がい者

差別解消支援センターにおける相談対応、パラスポーツフェスタ

などのイベント・レクリエーション開催による障がいのある人と

障がいのない人との相互理解の促進などに取り組んでいる。 

課題として、民間企業への円滑な就業や職場定着の促進、幼少

期からの障がいのある人と障がいのない人との交流機会の拡大・

充実などが報告された。 

引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよ

う望まれる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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14 岐阜県手話言語の普及及び障害の特性に応じた
意思疎通手段の利用の促進に関する条例 

     （平成 30年４月１日施行） 
 

【運用の状況と課題等】 

  当条例に基づく施策は、障がい者のための施策に関する基本的

な計画である「第４期岐阜県障がい者総合支援プラン」で意思疎通

手段に関する基本的施策を定め、推進しているところ。 

具体的には、見やすい書体による行政情報の提供や音声読み上げ

ソフトに対応した県ホームページづくり等による情報の取得等に

おけるバリアフリー化、手話通訳者を目指す手話奉仕員向けのスキ

ルアップ講座等による人材育成、イベントの開催や啓発資材の配布、

学校における福祉体験学習等による障がい及び障がい者への正し

い理解の促進などに取り組んでいる。 

課題として、災害その他の非常事態における情報の取得等にお

けるバリアフリー化の更なる推進、障がい特性に対応できる意思

疎通支援者の育成などが報告された。 

近い将来、南海トラフ地震等の大規模災害の発生が懸念される

ことから、非常時における混乱を最小限に抑え、県民の安全を守

るため、様々な媒体と手法を活用した情報提供に一層取り組む必

要がある。 

 

【検証結果】 

 □ 「運用の改善」が必要。「条例の見直し」は必要ない 

  １ 災害その他の非常事態において、それぞれの障がいの特性

に応じた手段で意思疎通を図ることができる環境を整備する

ことが求められる。 
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15 岐阜県主要農作物種子条例 
     （平成 31年４月１日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

  平成 30年の「主要農作物種子法」廃止を受け、当条例を策定し、

長年培ってきた地域の財産である主要農作物の種子を守り、次代

へ引き継いでいくための施策を推進しているところ。 

当条例に基づく施策としては、奨励品種採用の決定、生産計画に

基づいた原原種・原種の生産、一般種子生産ほ場設置に向けた関係

機関への指導、生産者への生育状況に応じた種子生産管理に関する

助言、種子生産に関する県民への理解促進などに取り組んでいる。 

課題として、不測の事態に備えた種子の備蓄保管、種子生産に必

要な機械や施設の計画的な更新整備が報告された。 

引き続き、条例の適正な運用及び課題の改善・解消に努めるよ

う望まれる。 

 

【検証結果】 

□ 「運用の改善」及び「条例の見直し」は必要ない 
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16 岐阜県ケアラー支援条例 
     （令和６年４月１日施行） 

 

【運用の状況と課題等】 

当条例は、ケアに伴う過度な精神的、身体的及び経済的負担によ

り、日常生活に困難を抱えているケアラーが、社会的に孤立せず、

安心して暮らすことができるよう、社会全体で支える仕組みを構

築するため、約１年の検討期間を経て制定された条例である。 

条例施行初年度となる今年度は、県内におけるケアラーの実態

調査を行い、その結果を踏まえ、ケアラー支援に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するための「岐阜県ケアラー支援推進計画」の

策定を進めている。また、オンラインサロンやＳＮＳ相談窓口の運

営によるヤングケアラーが気軽に相談できる環境の整備などに取

り組んでいる。 

  今後は、全てのケアラーが健康で文化的な生活を営むことがで

きる社会の実現に向け、同計画に基づき、ケアラー支援に関する施

策を推進していくこととしている。 

なお、当条例は、施行後１年を経過していないことから、引き続

き、運用を見定める必要がある。 

 

【検証結果】 

 □ 経過を見定めることとする 
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参  考 

 

【委員会の開催】  

 
◆令和６年度 

 

開 催 時 期 主 な 調 査 事 項 

第１回 ５月８日 

◯正・副委員長の互選 

◯検証の進め方について 

第２回 ７月２日 

◯議員提案条例の検証について 

・岐阜県手話言語の普及及び障害の特性に応じた

意思疎通手段の利用の促進に関する条例 

・岐阜県主要農作物種子条例 

第３回 10月８日 

◯議員提案条例の検証について 

・岐阜県地球環境の保全のための森林づくり条例 

・岐阜県家庭教育支援条例 

・岐阜県中小企業・小規模企業振興条例 

第４回 12月 17日 

◯議員提案条例の検証について 

・岐阜県文化芸術振興基本条例 

・岐阜県花きの振興に関する条例 

第５回 ２月 28日 ◯調査報告について 

※ 上記以外の条例については、各条文に基づく施策等について 

書面による報告を求め、検証を行った。 
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